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1. はじめに

近年日本では,合法的な日系人や不法就労に位

置付けられるその他の国籍の者を含めて,非熟練

労働者としての外国人労働者が増加している｡

しかし,非熟練労働力としての外国人労働者の

受け入れは,さまざまな問題を含んでいる｡すで

に1960年代から西欧諸国では外国人労働者の受け

入れをローテーション政策のもと,規模を拡大し

て行なってきたが,経済が低成長に移行しても外

国人労働者の帰国は進まなかった｡外国人労働者

は社会的問題の原因とされがちで,失業による本

国人の不満は,職に就く外国人-の不満となり,

失業している外国人労働者の社会費用もまた本国

人の不満となる｡現在,帰国奨励政策と統合政策

が並行して進められているが,国内に生活基盤が

出来上がった外国人労働者を帰国させることは容

易ではなく,また,一時的な ｢出稼ぎ｣として何

の施策もないままに社会の低階層に定着 してし

まった外国人労働者を新たに統合するのは非常に

困難な状態にある｡

このような西欧の状況をふまえて,日本の外国

人労働者の増加は,国内の強い関心を集めること

となった｡受け入れるべきか否か,受け入れると

したらどのような方法がとられるべきかについ

て,活発な議論がなされている｡

地理学における外国人労働者の研究は,西 ドイ

ツにおけるガストアルバイターについて,鴨沢巌

氏,山本健児氏,内藤正典氏等によってすでにな

されている｡しかし,日本で近年増加した外国人

労働者についての実証研究はまだ始まったばかり

である｡そこで,本論文では,外国人労働者の中

でも,岐阜県可茂地域で1987年以降急速に増加し

てきた日系人就労者に焦点をあて,当地域での日

系人増加の要因及び就労の実態を明らかにするこ

とを目的とし,アンケートおよび聞き取 りを中心

に調査をすすめてきた｡なお,可茂地域とは,咲

阜県南部の愛知県との県境に位置する美濃加茂

市,可児市,坂祝町の3市町を指している｡

ここでは,外国人労働力の流れを決定させるも

のは供給圧力よりもむしろ受け入れ側の政策や需

要であるという観点から,外国人受け入れ政策に

ついて若干の考察をおこなったのち,可茂地域で

の日系人需要の高まりの背景と就労実態を明らか

にし,定住をふまえた就労の在り方を考えたさい

の現状の問題点をみていくことにする｡

2.外国人労働者の受け入れ政策

国際労働力移動は ｢グローバルな労働力供給シ

ステム｣に基づく ｢周辺｣から ｢中核｣諸国-の

流れとしてあらわれる｡現在の国際労働力の主要

な流れには,ヨーロッパ内での先進諸国への流

れ,中南米から北米-の流れ,中南米内での流

れ,アジアから中近東-の流れと4つある｡こう

した労働力の移動を促すものには,2国間の経済

格差の他に,距離,歴史的背景,政策,外国人労

働力を要する受け入れ国の産業構造および企業の

グローバルな立地展開などがある｡1960年代以降

の国際労働力移動に関しては,西欧先進諸国の国

家管理による外国人労働者の受け入れにみられる

ように,とりわけ受け入れ側の需要と政策が強く

作用している｡

しかし,外国人労働者政策は,入国のコント

ロールには効力をもつが,いったん入国した外国

人労働者を帰国させることについては次第に効力

を失う｡また外国人の就労できる職種が本国人の

忌避する低労働条件の職種に限られるため,低社

会層を生み出しやすい｡それゆえ,外国人労働者

の受け入れは,定住に向か うことを見越 した上

で,自国民と対等な関係を作 り出す政策を必要と

するのである｡

3.岐阜県可茂地域の日系人就労者増加の

背景

1987年以降の景気拡大で非熟練労働部門の人手
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不足が顕著になった日本では,外国人労働力の需

要が高まり,外国人労働者の増加は不法就労の形

で進行していった｡1990年6月の入管法の改正で

は,単純労働力としての外国人労働力の規制は

いっそう強まったが,日系人の就労は法律上は問

題がないことになり,日系人の需要をますます高

めることになった｡南米国籍登録人員は1981年に

は2,962人だったのが,1990年には71,495人に増

加しているが,その多くは日系人と考えられる｡

こうした外国人労働者の増加を促す非熟練労働

力の不足は,東京を指向する企業の立地展開と深

い関わりがある｡その立地展開とは管理 ･研究部

門の東京集中,生産部門工程の地方分散である｡

管理 ･研究部門の東京集中は,それに伴い,販売

やサービス部門での単純労働力の需要の増加を促

し,地方では生産工程部門の労働者の需要を高め

た ｡

そうした立地展開の中で,東海地方 (静岡 ･愛

知 ･岐阜 ･三重)は生産工程部門の拠点の役割を

担い,特に,自動車生産に関しては,一大拠点と

して発達してきた｡そのため,生産工程に従事す

る労働者として日系人を多数受け入れる結果と
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第 1図 都道府県別外国人登録人員数(南米国籍)
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なったのである (第 1図)｡その東海地方のなか

で,可茂地域は愛知県を中心とする経済圏の一環

として電気機械,自動車関連の大規模工場が進出

している｡

また,日本的生産システムでは下請を生産拠点

のまわ りに集積させる必要が生じるため,愛知県

からの下請可能な範囲に入っている可茂地域では

中小規模の自動車部品工場も発達している｡その

ため,製造業中心の産業構造となっているが (第

1表),就業者のほうは愛知県-の流出傾向が強

く,工場労働の不人気で新規学卒者は通勤圏内の

高校から獲得することも困難になっている｡大規

模工場では,地元での募集体制を強化するととも

に,新規学卒者を求めて,北海道,北陸,九州方

面での募集活動が行なわれているが,中小の工場

にとっては,大企業に劣る労働条件での新規学卒

の労働力確保はなおのこと困難であり,慢性的な

人手不足に陥っている｡そこへ,急速な景気の拡

大により,全国でいっせいに大幅な人員の補充が

必要になったため,大規模工場にとってこれまで

雇用調節機能であったパ ートや季節従業員の労働

力獲得がうまくいかなくなった｡ましてや中小規

模工場では事態が深刻化している｡

そうした人手不足の対応として,各々の事業所

では,既存の雇用体制の中で労働力の拡充をおこ

第 1表 可茂地域における市町別業種別従業者数

業 種 美濃加茂市 可 児 市 坂 祝 町

12,13 食料品 .飲料 .飼料 .たばこ製造業 245 345 16

14 紙 維 上 業 95 25 36×

15 衣服 .その他の鼓維製品製造業 285 499

16 木 材 .人 製 品 製 造 業 180 248

l7 家 具 .装 飾 品 製 造 業 86×85× 282 ×13×××9

18 パ ル プ .紙 .紙 加 _T1品製 造 業 999

19 HJJ版 .印 刷 .同 関 連 産 業 32×20 化 学 工 業

21 石 油 製 品 ,石 炭 製 品 製 造 業 ×164 ×45622 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

23 ゴ ム 製 品 製 造 業 110233 22X92324 なめ し皮 .同製品 .毛皮製造業 ×9225 窯 業 . 土 石 製 品 製 造 業

26 鉄 鋼 業 65 541381 86×46

27 非 鉄 金 属 製 造 業 13

28 金 属 製 品 製 造 業 655

29 - 般 機 械 器 具 製 造 業 1475 3041 101

30 電 気 機 械 器 具 製 造 業 2542 2068 123

31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 225×45 2859 1807×

32 精 密 機 械 器 具 製 造 業 146

33.34 武 器 . そ の 他 の 製 造 業 127

質料出所 :岐阜県企画部統計課 『統苑』 (1990年現在)
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第2図 美濃加茂市,可児市,坂祝町のブラジ
ル国籍の外人登録者数の推移

なったOパート形態の見直しによる主婦労働力の

獲得,募集範囲を広げるための寮の設立,九州や

沖縄など遠隔地の労働力確保を随時行なうための

採用専任の配置などである｡しかし,交替制勤務

をとる部門には女性の活用はできず,また生産是

の変化-の敏感な対応が重視される日本的生産シ

ステムにあっては,斡旋業による派遣のほうが,

必要な労働力を満たし,調節可能な労働力となる｡

斡旋需要の高まりに日本人では対応 しきれなく

なった斡旋業者は,日系人に目をつけて,鋭地の

プロモーターと提携しながら獲得から斡旋までの

ルートを確立していった｡

また,日系人の利点は量的不足の緩和だけでは

ない｡日系人にみられる (出稼ぎという特殊事情

のためであるが)時給さえよければ職種を問わな

い,長い労働時間を好むという就業観,日本でか

かる宣伝費以下で日本よりも人が集まるというブ

ラジルの現状によって,日系人は企業にも斡旋業

者にとっても貴重な労働力となる｡可茂地域の日

系人就労者はこのような背景のもとに増加 して

いったのである (第2図)0

4.可茂地域の日系人の就労状況と問題点

以下では,第 2表に基づき日系人就労者の雇用

形態や性別の特徴をみたうえで,調査で明らかと

なった日系人就労者の労働条件,募集方法,年齢

や学歴,本国での職種などを順次説明し,日系人

就労の問題点について述べていく｡

(1) 雇用形態

第 2表は聞き取 り調査とアンケート調査の結果

から各企業の就業者数を,雇用形態別にわけ,さ

らにこれを日本人,日系人とそれ以外の外国国籍

者別 (ただし,在日朝鮮人は ｢日本人｣に含めて

いる),次いで性別にまとめたものである｡問題

の性質上厳密な数字が得られない場合もあり,そ

れらは概数で示した｡合計欄の数字はその誤差を

含んでいる｡

雇用形態別にみると全社とも日系人は所内外注

の形式で働いている｡所内外注とは事業所内に他

の企業が入って仕事を請負うことであり,下請単

価に従った仕事量で労賃が支払われる｡しかし,

所内で生産を請け負う場合,請負の条件は守られ

ず,実質的には業者による派遣であり,日系人の

多くが斡旋業者による派遣で働いている｡ なお,

日系人以外の外国人は,中国人の研修生5人,契

約社員 3人,フィリピン人の不法就労者 2人 (所

内外注),アメリカ合衆国の契約社員 1人で,他

は全てブラジル ･ペルー国籍である｡日系人の直

接雇用を並行して行なっているのは,⑤⑧⑲⑮の

4社で,契約社員として,半年から1年間の契約

を結び,契約更新をしながら雇用している｡

次に性別でみると,男性489人,女性147人と

なっている｡男性が多いのは,輸送用機械 (大規

模自動車工場)で男性を希望するためである｡女

性は,大規模電気機器工場で70人まとまって働い

ている他は,中小規模の事業所を中心に働いてい

る｡自動車工場で女性が若干名いるのは,日系人

就労者が家族と一緒に働けることを条件としてだ

したのが受け入れられたためである｡

(2)職 種
日系人の就く職種は,大規模工場で各社数名ず

つ日系 1世が通訳 ･管理の専門に就く以外は,直

接雇用も所内外注も全て生産工程部門である｡

(3) 管理方法

日系人就労者数の多い事業所では,渡航やビザ

の書き替えなどの事務手続きや,通訳 ･管理を行

なう専任者が雇用,あるいは派遣されている｡日

常の作業では,グループごとに通訳ができる日系

人をおいて,指示が伝わるようにしている｡ 要望

や相談は,専任者のあるところでは専任者を通じ
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第2表 アンケート結果 :外国人労働者を活用する企業の人員構成

所在地 業 種 人 員 構 成 外国人 .日系人労働者数 所内就労者に占める生産工程従事者割合(%)

正 社 員 (人) 所 内 外 注

パート.アルバイT.以外の常用 パート.アルバイ ト.契約 .臨時社員 合計 日 本 人 外 .日系人 合 計日 本 人 外 .日系人

男 女 男 女 男 女 男 女 l男 女ー 罪 女 男 女

① 美濃加 プラスチック 22 18 24 - 40 - 9 70 9 9 - 93.5 83.3

② 茂市 一般牧枕 103 8 12 147 - 6 6 6 - 85.0 30.0

③ 一般機械 256 23 4 283 150 16 16 16 90.1 69.6④ 電気機械 72 600 570 - 1242 30 250 30 70 60.9 83.9

⑤ 可児市 木材 .木製品 43 7 19 1 21 1545 87 15約 100 - 24 520 - 21 15 92.2 92.9

⑥⑦ 家具 .装備金 10241 459 57 - 22350 16 384 24 5 51.2667 57,0667

⑧ 属金 属 43 22 17 3 89 - - 3 45 45.7 55_8

⑨ 金 属 26 5 32 3 66 - - 3 65.5 81.1

⑲ 金 属 45 19 10 79 10 74.5 45.8

⑪ プラスチック 45 44 2 - 91 - 20 40 20 20 60.0 81.8

⑫ 一般機械 42 10 8 60 3 1 4 3 1 53.3 26.3

⑬ 一般横根 2121 230 293 162 1 2807 約 100 若干名 200 約 100 若干名

94.2

⑩ 坂祝町 電気機械 27 40 - 2 118 69 約 200 7 10 17 7 10 85.3

⑮ 輸送用機械 1872 57 1 約10 2057 約 100 若干名 300 約 220 若干名 〟 一-⑯ 輸送用機械 75 26 1 - 103 35 17 52 35 17 89.1 83.7

計 4935 1163 337 878 156 24 7493 465l 16l 332 123 936 489 147 72.3 68.0

て事業側に伝えられるが,斡旋業者が間にはいる

ことが多い｡

(4) 労働時間

日系人は残業希望が高い｡｢残業を少な くする

と,やめてしまう｣ので,毎日3時間から4時間

の残業を行い,週休 2日制を原則とする事業所に

おいても土曜日や祭日に働 く例がみられた｡①で

は毎土曜日,⑬では隔週土曜日も働 くという前提

で日系人用の勤務時間が阻まれている｡

(5) 住居と通勤

住居は,通常所内外注でも直接雇用でも事業所

側が用意するが,用意しきれない場合には,はじ

めから斡旋業者が手配する場合もある｡家賃はい

ずれにせよ,就労者の一部負担となる｡単身者の

場合,事業所の寮あるいは借 り上げアパートで6

畳に1-2人,家族には一軒家が用意されること
が多い｡通勤は,職場近 くに住む場合は,徒歩あ

るいは自転車が支給されるが,遠方の場合,斡旋

業者がバスによる送迎を行なっている｡

(6) 募集方法

可茂地域で確認できた日系人の国籍は大半がブ

ラジルである｡現地での募集は,日本語新聞での

募集広告,県人会のルーT,現地の旅行会社,日

系 1世を中心にした ｢プロモーター｣によって行

なわれている｡しかし,ブラジル政府の規制によ

りブラジルでの募集活動がしにくくなったこと,

国外から連れてくるより国内で引き抜いたほうが

費用がかからないという事情により,現在では,

ブラジルからの新たな流入に加えて国内での移動

が活発になっている｡また日系人は日系人同士の

情報網により,少しでも賃金が高く,労働時間の

長い労働条件をもつ職場があれば即座に移動して

いくため,斡旋業者はできるだけ良い条件を提示

して引抜きを図っている｡

事業所で直接雇用している場合の募集は,斡旋

業者による所内外注で就労していた日系人を直接

雇用に切 り替えたり,斡旋業者と同様にブラジル

国内で募集を行 う場合もある｡
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(7) 属 性

年齢は,男女とも20代から30代が高く,学歴は

小学校卒から大学卒までさまざまで,職業も銀行

負,教師,医者,農業,会計士,元工場経営者な

どさまざまである｡

また,出身地で多いのはブラジルのサンパウロ

であるが,聞き取 りではパラナ州やペルーのリマ

出身者もいた｡

(8) 日系人就労の問題点

日系人の労働条件は,時給だけは日本人以上の

水準を獲得し得た (男1500-2500円 ･女700-900

円)｡これは,景気拡大による単純労働力不足の

深刻化と入管法の改正による単純労働力への外国

人の規制による日系人労働力の需要の高さや,質

金が高いほど自らの利益につながる斡旋業者を通

じて就業が始まったという事情によるものである｡

しかし,雇用形態はあくまでも一時的な労働力と

して,職種も日本人が敬遠する単純労働力や交替

勤務のあるものに限られており,斡旋業を通すに

しても,直接雇用にしても昇給や昇進は望めない｡

それゆえ,賃金だけで移動していく日系人の就業

パターンが出来上がったが,受け入れる企業の)i

も,日系人労働力を流動性の高い労働力として,

割合を一定程度に押えて,既存の企業観織に影響

を与えないような人事体制をとっている｡

さらに,女性の場合は賃金が一律男性の3分の

1から2程度にしかならないという問題がある｡

この格差の要因は女性は深夜勤務ができないこと

や体力的に男性に劣るということになっているよ

うだが,これは工場勤務における日本の女性のあ

りかたと同様である｡しかし,日系人の場合,全

ての女性が深夜の時間帯や体力を基準とした能力

が問われる職種しか選択できないというところが

問題なのである｡

こうした日系人就労のあり方は,労働が長期化

した場合には,日系人労働者自身に相当不利な結

果を生むものと思われるO現在は日系人の就労が

顕著になってから3年ほどであり,定住が進むか

どうかはわからない｡調査の範囲では本国に仕事

をもつ人がほとんどで,しばらくは帰国の率も高

いと思われる｡しかし,斡旋業者の話では,若い

人の中には,定住希望をもつ者もあるという｡家

族で滞在している人もかなりあり,高校や大学を

中退してきている人もいる｡日本で知合って結婚

するカップルもいた｡こうしたことから,今のと

ころ数は多くなくとも,定住に向かう可能性がな

いわけではない｡

現在日系人に用意されている就労形態は短期間

稼ぐには有利であるが,長期間の就労には不利で

あり,これのみが外国人の就労形態となってはな

らない｡日本での就労を受け入れる以上は定住を

想定した就労形態の在 り方も同時に考えるべきで

ある｡日本では,専門的な知識,技能を持ってい

る者には,それにふさわしい受け入れができるよ

う法的にも整備されてきたが,単純労働力として

受け入れられた者が,基幹的な労働力としての昇

給を伴 う昇進ルートが確保される方策はとられて

いない｡地域の外国人の就労に携わる職業安定所

や労働基準監督署の役割は,｢労働基準法｣の徹

底,｢請負｣としての形式を守るようにという指

導であって,企業組織のあり方を問うものではな

い｡

本人の意志による就労という形での外国人労働

者の受け入れは,日本では始まったばかりである｡

それゆえ,新しい外国人就業の方法を構築するこ

とができる立場にある｡外国人を単に日本人と同

じ労働条件ということで受け入れれば,外国人は

必ず低労働条件の職種-追いやられ,いずれは生

活水準の低い集団を生み出すことになるだろう｡

外国人独自の雇用形態を,明確な基準に基づい

た昇給を伴う昇進や教育が保障される雇用形態と

して含み得るような企業観織のあり方が,法の整

備を伴って模索されなければならない｡そうした

上で受け入れる外国人労働者は,企業における雇

用の多様化を促し,社会においては対等な住民と

して暮すことが可能になる｡日本の社会が国際化

の新しい次元-移行するには,ここまで行なわれ

なければならない｡

しかし,｢日系人｣という限定の中で始まった

単純労働職種への外国人労働者の開放は,可茂地

域の日系人の就労についてみるかぎり,その受け

入れには単純労働力の量的充足以外には何の影響

も及ぼさないような仕阻みが周到に作 り上げられ

ているのである｡
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